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１．はじめに

LP ガスは、環境に優しくクリーンな性質を持つガス体エネルギーで、国民生活に密着した
エネルギーです。供給形体は、個々に独立した分散型エネルギーシステムであり、日頃から容
器を軒下に設置しているので、万が一大地震などの災害発生時にも復旧が早く備蓄エネルギー
として頼りになるなどの特長を持っています。
LPガスは、現在、日本全国でも、また埼玉県内においても、総世帯数の約半数の世帯で、

日常のエネルギー源として活用されており、今そこにあるライフラインの一つです。
阪神淡路や中越、東日本大震災などの災害時にも、自衛隊の救援が到着するまでの間や電気

や都市ガスの供給が再開するまでに時間を要した中、LPガスは多くの避難所や仮設住宅等で
炊き出しやお風呂、シャワーの熱源として活用され、まさに命を繋ぐエネルギーの役割を果た
しました。LPガスがそこにあって良かったとの報告が数多く寄せられています。
今後日本では各種エネルギーをベストミックスし活用していくことが求められています。こ

うした特長を持つ LPガスを基幹エネルギーの一つとして位置付け、万が一の災害時のみなら
ず日常から利用することで国民の安全安心を強化することができます。そのため、LPガスの供
給体制強化と活用促進が国の施策でも進められています。また省エネ性能や安全性のより高い
機器や、発電機能がある LPガス機器の普及が進んでいます。本稿ではその概要をご報告します。

２．LPガスの特性

LP ガスは、液化石油ガス（Liquefied Petroleum Gas）の略称です。プロパン（C３H８）やブ
タン（C４H１０）があり、常温常圧では気体ですが、圧力をかけると常温でも容易に液化するため
容器の中に高密度のエネルギーを貯蔵でき、可搬性にも優れています。二酸化炭素の排出量は、
石油や石炭に比べて
少なくほぼ都市ガス
と同等です。また、
硫黄や窒素などを含
まず排気ガスもクリ
ーンで、燃焼時に煤
や灰が出ません。LP
ガスは、環境に優し
いクリーンなエネル
ギーです。
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■各燃料の燃焼に伴う二酸化炭素排出原単位 ■プロパン・ブタン別二酸化炭素排出量
原単位

■単位熱量当たりの排出係数を原油を１
として指数表示

（出典：環境省「特定排出者の事業活動に伴う
温室効果ガスの排出量の算定に関する
省令」）

（日本 LPガス団体協議会「LPガス読本」より）
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３．供給の拡大

LP ガスは、１９５０年代に石油精製の副産物として産出され流通が始まりました。中東産油国
の油田から原油随伴で産出された LPガスの日本への輸入が１９６０年代に本格化し、その後日本
国内供給の太宗を占めて来ました。加えて最近では世界的に産出が増加している天然ガス（メ
タンガスCH４）田からの随伴で産出された LPガスが多く供給されています。また今後は、話
題のシェールガスの一成分として産出された LPガスの供給が増加すると予測されています。
シェールガス随伴の LPガスは国家備蓄として国内に輸入されており、今後も国際的な供給量
の増加が見込まれています。
昭和３０年代から４０年代以降に

プロパンガスが郊外の家庭など
での燃料として普及が進みまし
た。また、タクシーの燃料には
ブタンガスを主としたオートガ
スとして LPガスが多く使われ
ています。現在では家庭用、業
務用、産業用、自動車用、化学
原料用、都市ガス用、発電用な
どを合わせて年間１，６００万トン
程が日本全国で使われています。

４．災害時に強いエネルギー

広域ネットワークを通じてのエネルギー供給である電気や都市ガスと違い、LPガスは個々
に独立した分散型エネルギー供給システムであるため、設置や復旧も容易で早く、大災害の後
にも復旧が早かった実績があります。すべてのご家庭にすでに設置されているマイコンメータ
ーは、ガスをご使用中に強い地震（震度５相当以上）が起きたときにはメーターが自動でガス
を感震遮断します。遮断後は簡単な復帰操作で異常がないことをメーターが自動で確認した後、
すぐにガスが使えます。マイコ
ンメーターは通信機能に対応し
ており、電話回線を利用した自
動検針や遠隔監視などの付加価
値サービスも行われています。
また、スマート機能をさらに強
化した超音波ガスメーターの設
置も進んでいます。
LPガスは長期保存しても品

質劣化が起きないため備蓄性に
も優れ、軒下に設置した容器に
は日常的に、エネルギー備蓄が

■世界の LPガス生産状況と見通し

出所：World LP Gas Association. “Statustical Review of Global LP
Gas 2012” を元に日本 LPガス協会で試算

（日本 LPガス団体協議会「LPガス読本」より）

■被災三県における各インフラの供給不能戸数の推移（推計含む）

出典：経済産業省「東日本大震災を踏まえた今後の LPガス安定供給の在り方
に関する調査」報告書
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なされています。そのため、都市ガス供給エリアにおいても更なる安心のため LPガスの配備
が必要だという地域社会の消費者からの声も出てきています。東日本大震災ではガソリンの供
給が不足したときにも LPガスでタクシーは走ることができました。

５．安定供給に向けた国の施策

石油備蓄法のもとで、従来から戦争等で海外からの LPガス輸入が途絶した事態に備え、石
油ガス輸入業者は年間輸入量の５０日に相当する民間備蓄（約１５０万トン）を実施しております
が、石油ガスの安定供給確保の観点から民間備蓄とは別に１５０万トンの国家備蓄の推進が行わ
れて合計３００万トン、約１００日分の備蓄がなされています。東日本大震災の際には、急きょこの
国家備蓄分からの出荷が行われました。その後、石油備蓄法の改正が行われ、国内で発生した
大規模災害時にも備蓄分の出荷が行われるように制度化され、輸入から末端配送までのサプラ
イチェーン維持に向けた基地・充填所の設備増強整備や訓練が進められています。災害時にも
LPガス自家発電装置を用い充填を継続し、非常用連絡手段を持ち、LPガス自動車で地域内を
緊急配送することができる機能を有した「中核充填所」を全国で４００か所をメドに整備する施
策があり、埼玉県内でも２０か所を超える数の充填所が国の補助を受けながら今年度中の整備を
進めており、大規模災害時でも県内全域をカバーできる供給体制整備が進んでいます。

６．需要開発推進運動

全国の LPガス販売事業者等約２１，０００社を会員として有する一般社団法人全国 LPガス協会
及び都道府県 LPガス協会では「需要開発推進運動」を現在展開しています。この「需要開発
推進運動」では、『進化する LPガス』『究極のライフライン LPガス』『人を育む LPガス』の
３つを柱として、具体的には、高効率ガス機器の普及による省エネと安全の推進、災害時避難

【被災地における LPガス活用事例】（全国地域婦人団体連絡協議会より）
■岩手県 一関市（旧・藤沢町）
停電が続く中、被災直後より地区婦人消防協力隊の女性たちが集会所にて、LPガスを用い、３日

間炊き出しを実施し、高齢者を中心に地域の４０世帯を支援した。
■岩手県 山田町
発災当日より３日目に自衛隊が来るまで、地域婦人会が中心となって地区防災センターにて LPガ

スの調理設備を用い懸命に炊き出しを実施。
なお、地区内の一般家庭に対する点検・供給再開については、LPガス事業者は１２日目（それ以前
から使用再開中）と、電気の１９日目、水道の３６日目と比較しても迅速であった。

■宮城県 南三陸町
津波から生き延びた地域住民が、山を越えて隣の地区の地域活性化センターに避難した。同センタ

ーの LPガスによる調理設備が無傷であったため、被災直後から炊き出しを行った。自分たちの分は
もちろん、町役場の要請を受け、１，２００食のおにぎりを４日間にわたり提供した。

■宮城県 仙台市
住宅に設置されている容器は、地震による揺れで倒れたが、４日目に LPガス事業者の点検があり、

５日目にはお風呂に入ることができた。

出典：経済産業省「東日本大震災を踏まえた今後の LPガス安定供給の在り方に関する調査」報告書
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拠点施設への LPガス機器の設置促進、火育・食育を通じた炎の力、炎の文化の次世代への伝
承などを目的に活動しています。一般社団法人埼玉県 LPガス協会も、地域住民の方々を守る
ために、LPガス災害対応型バルク貯槽等の設備を県内公共施設へ予め設置していただき、日
常時に給湯や空調などに利用いただくとともに、災害発生時にも LPガスの優れた分散性と備
蓄性を活かした「災害バルク等」の LPガス供給設備を発電・照明、燃焼器、給湯などの機能
を持った各種 LPガス機器ユニットと組み合わせることで、ライフラインの維持に役立ててい
ただき、安心をより確実にしていただきたいと呼び掛けています。
実際に県内の自治体では、小中学校の教室空調の整備の際に災害対応型バルクユニットとガ

ス空調機との組み合わせを選定されたことで、教育環境の整備と災害時の学校避難所の機能向
上を同時に実現させ、全国的に
注目された例もあります。尚、
この「災害バルク等」の導入は、
一定要件のもと国の支援制度の
対象となっており国庫補助金の
利用も可能です。
また、「災害バルク等」以外の

機器についても、温度センサー
による自動消火機能を備え安全
性を高めた Si センサーコンロ
や、家庭に設置の LPガスを燃
料とする低圧 LPガス発電機、
LPガスから水素を取り出し空
気中の酸素と化学反応をさせて
発電する家庭用燃料電池「エネ
ファーム」など、もしもの場合
に安心安全を実感いただけるガ
ス機器の普及促進に、ガス機器
メーカーとも協力して取り組ん
でおります。

７．おわりに

埼玉県 LPガス協会１，２００会員事業所は地元の自治体や消防行政、地域の自治会とも密接に
連携し、地域住民の安全安心な暮らしづくりのお手伝いをさせていただいております。埼玉県
LPガス協会は公益法人制度改革で今年の４月に一般社団法人に移行いたしましたが、昭和４４
年埼玉県知事より公益法人として認可された時からの精神を引き継ぎ、消費者保安事業やお客
様相談事業等の公益目的事業を実施する一般社団法人として、会員事業者と共にこれからも県
民の安全・安心・安定的な生活を支えてまいります。

■避難所（小中学校、公共施設等）における災害対応バルクの設置イメージ

（日本 LPガス団体協議会「LPガス読本」より）




